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中国電動自転車産業におけるイノベーションの研究 
―緑源グループを対象にして― 
 
 
Ⅰ．論文内容の要旨 
 
1． 本論文の目的と意義 
 
劉嫻（リュウ・シャン）氏は、2013 年に千葉科学大学大学院危機管理学研究科修士課程
を修了した後、修士論文で取り組んだ中国の企業経営の研究をベースとして、近年の電動自
転車産業の急速な技術革新に焦点を絞って、より今日的で高度な中国の企業経営とそれを
めぐる政策の研究へと発展させることを決意し、2014 年 4 月から法政大学大学院公共政策
研究科公共政策学専攻博士後期課程に入学して鋭意研究に取り組み、2019年 9月 26日に博
士学位請求論文『中国電動自転車産業におけるイノベーションの研究－緑源グループを対
象にして－』（以下、本論文と呼ぶ）を提出した。 
本論文は、A4 版ワープロ横組みで 1 頁に 40 字 32 行のフォーマットで書かれており、目
次、参考文献リスト、付属資料を含めて、合計 179頁から成る。 
 
（本論文の目的） 
新興国が経済発展をめざす場合、先進国の技術を学んで吸収し、模倣するという段階を踏
むのが通例である。中国の経済発展においても、多くの企業は、自社で技術革新を目指して
研究開発を行うより、世界の技術をいち早く吸収し模倣することを優先させてきた。自社に
おける研究開発より模倣の方が時間とコストがかからないからである。しかし、近年になっ
て、中国をはじめとする新興国でも、模倣に依らない独自のイノベーションを志向する傾向
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が徐々にうかがわれるようになっている。本論文はこのような現状認識を背景に、現代中国
の労働集約的な電動自転車産業を事例として、新興国におけるイノベーションのあり方と
それをめぐる国家の産業政策との関連性を明らかにすることを目的としている。 
 新興国のイノベーションに関する先行研究の多くは、模倣を通して製品を開発する「リバ
ース・イノベーション」がその主流であることを明らかにしている。それに対し、本論文で
事例として取り上げられた中国のトップクラスの電動自転車メーカーである緑源グループ
によるイノベーションは、模倣から始められたリバース・イノベーションではなく、要素技
術の研究から独自の新製品開発を行ってきたところに最大の特色がある。緑源グループは、
開発コストがかかるにも関わらず、なぜ模倣からではなく、自ら研究開発を行ってきたのだ
ろうか。また、研究開発をどのように競争力に結びつけているのであろうか。そのために、
どのような人材確保・人材育成を行っているのだろうか。また、どのような組織モデルに依
拠してイノベーションを実現しているのだろうか。さらに、企業による独自のイノベーショ
ンは国家の産業政策とのどのような関連性の中で展開されているのだろうか。本論文は、上
記の目的に、これらのより具体的なリサーチクエスチョンを立てることによってアプロー
チしている。こうした問いに答えるため、本論文では、緑源グループの経営層と多くのスタ
ッフを対象としたインタビュー調査を核とする詳細な事例研究を実施し、その結果にもと
づいて、分析と考察を試みている。インタビュー調査は 2015年から 2018年にかけて、4人
の経営幹部を含む研究開発者および製品開発者からなる計 92人のインフォーマントを対象
に実施された（「調査記録」参照）。 
 
（本論文の意義） 
「模倣」のイメージが強い中国企業において、世界的に研究開発力という意味でのイノベ
ーション力を認められ注目されているのは、資本集約型のハイテク産業が中心である。労働
集約型の製造業では、現地ニーズに合わせて製品開発する「リバース・イノベーション」、
現存技術を微修正することで新製品を開発する「漸進的イノベーション」、市場の需要に応
じて別方向で製品開発する「キャッチダウン型イノベーション」などが存在すると言われる。
いずれも研究開発を伴わない製品開発だけでのイノベーションを指している。このような
研究開発に基づかない製品開発だけのイノベーションは、要素技術を他国や他企業の技術
に依存し続けざるを得ない。したがって、イミテーターから脱することが容易でない。しか
し、未だ少数事例とはいえ、労働集約的な製造業部門においても独自の研究開発からイノベ
ーションに取り組んで実績を上げている企業はある。 
そこで本論文では、模倣からではなく研究開発から技術革新を創出しイノベーションを
興しているひとつの典型的な事例である緑源グループという電動自転車製造企業に注目し、
そこでは、「なぜ、どのようにして、模倣ではなく、自社で独自の研究開発を行い、イノベ
ーションを興そうとしているのか」を追究している。製品開発だけではなく、研究開発も行
い、イノベーションを興そうとする緑源グループを詳細に調査分析することは、電動自転車
3 
 
産業にとどまらず、他の中国の製造業に対しても、イノベーションの一つのモデルを提供で
きる可能性がある。さらに、今後、中国のみならず新興国における、リバース・イノベーシ
ョンを超えるイノベーションのあり方について、企業戦略や組織構造などの参考にできる
だろう。これらの点から、研究開発と製品開発を行う中国のイノベーター企業を調査分析す
る本研究は、中国のみならず広く新興国におけるイノベーション研究に貢献する積極的意
義がある。 
また、日本や欧米などの企業とは異なり、その内部に分け入って経営層から研究開発者さ
らには製品開発者に至る多くの関係者から直接インタビューによって企業経営の実状や企
業組織のシステムや実態を調査することが総じて困難な中国企業において、長期間にわた
って多数のインフォーマントを対象に調査を実施できたこと、本論文がそこから得られた
豊富なヒヤリングデータにもとづく厚みのある実証研究の成果であることにも、今後の研
究に資する大きな意義を認めることができる。 
 
2. 本論文の構成と内容 
本論文は全 10章から成る。第１章の序論において、研究背景、研究目的と課題、研究対
象、研究方法、論文の構成について論述したうえで、第２章では、イノベーション一般の先
行研究を概観し、さらに中国企業のイノベーションに関する先行研究をレビューし、中国の
電動自転車産業に関する先行研究レビュー、イノベーションに不可欠なリーダーシップ論
と研究開発の組織モデルに関する先行研究のレビューを行い、それらの研究動向の中に本
研究の独自性を位置づけている。 
第 3章「中国電動自転車産業」では、本論文全体の背景となる中国電動自転車産業の形成
と発展を振り返っている。その上で、中国電動自転車業界を支えてきた国家標準の変遷を整
理し、国家の産業政策と企業のイノベーションとの間の中国特有の関係性を明らかにして
いる。1970 年代の石油危機と大気汚染等環境問題の深刻化を大きな契機として、中国政府
は周恩来首相の指導の下で新エネルギーの開発と環境対策に取り組むようになり、政府は
数百万元の資金を提供し、清華大学を拠点として電動自転車の開発を始めた。その結果、
1995 年、清華大学は、初めてインホイールモーターを使用した電動自転車の開発に成功し
た。その後 2015 年の中国電動自転車の保有台数は、2 億台以上にまで激増した。今や中国
は世界最大の電動自転車生産国となっているのである。中国は、いかにしてわずか 20年で
それほど大きな電動自転車生産国になることができたのだろうか。その答えを握っている
のが「緑源グループ」という新興企業である。なぜなら、政府が打ち出した新国家標準設置
がインセンティブになって、電動自転車産業には多くの企業が参画し凌ぎを削ったが、その
中で顕著な急成長を遂げて業界 3位の地位に到達したのが「緑源グループ」だからである。
この章では、中国電動自転車産業の発展を、趙 (2007) の「産業形成段階」、「量産化段階」、
「急速発展段階」という 3段階論に新国家標準の実施以降の「継続的発展期」を加えて 4段
階に分類し、「緑源グループ」を含む電動自転車産業界の発展過程を考察している。 
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第 4章「緑源グループ」では、調査 1に基づき、中国電動自転車産業のトップクラスの緑
源グループの歴史を、創業者で現在の会長である倪捷 (ゲイ・ショウ) による強力なリー
ダーシップに主に焦点を当てながら振り返っている。  
第 5 章「緑源グループの研究開発」では、緑源グループはなぜ独自の研究開発を行うの
か、どのように研究開発を行っているかを、研究開発組織と製品開発組織の分離という特質
に焦点を当てながら、調査 2と調査 3の結果を分析して明らかにしている。 
  第 6章「緑源グループの製品開発」では、調査 4と調査 5の分析結果から、緑源グルー
プの製品開発の歴史を振り返り、研究開発のスピードが競争力の源泉になる中国電動自転
車産業において研究開発のスピードに応じた迅速な製品開発の組織化とエンジニアの能力
形成の実態を明らかにしている。緑源グループの製品開発の特徴を分析する際の基準とし
てここで援用しているのは、藤本他 (Clark and Fujimoto, 1991、田村訳, 1993、田村訳, 
2009) による自動車産業の製品開発の研究である。藤本らは、製品開発組織を内部機能の統
合型と分離型の組織に分類することで、国と企業による製品開発の特徴を分析した。本研究
では、このような分析枠組みを援用して、緑源グループの製品開発の成功が分離型から統合
型へ、さらには内部統合の強化へとつながるプロジェクト制の確立によるものであると考
察している。 
第 7章「緑源グループ研究開発部門による技術統合」では、緑源グループにおける研究開
発（R&D）の内的統合は、研究開発センターと製品開発部門によって実現している一方、外
的統合については研究開発センターの役割が大きく、研究開発センターによって技術統合
が実現していることを分析している。 
第 8章「緑源グループの特許と機密保持契約」では、競争優位を保つための手段としての
特許と機密保持契約について分析している。 
第 9章「緑源グループと他企業との技術成果の比較」では、緑源グループの技術発展史と
中国電動自転車産業の技術発展史を振り返り、中国電動自転車のイノベーションの特質を
明らかにしている。また、双方の時間軸を比較し、緑源グループに技術優位があること、ま
た緑源グループがその技術の全てを市場投入するのではなく、一部の先進技術を保有し続
けていることから、同社が業界の技術をリードできていることを明らかにしている。 
そして、第 10章「結論」では、第 2章から第 8章の要点を整理したうえで、緑源グルー
プが模倣に依らない独自のイノベーションを実現できたのは、ひとつには、創業者が技術者
としても経営者としても優れた資質に恵まれたイノベーターとして強力なリーダーシップ
を発揮したこと、もうひとつには、そのリーダーシップのもとで、研究開発における高い外
部統合と製品開発における高い内部統合を効果的に結びつけて高度な技術統合に結実しう
る組織化戦略が奏功したことによるという結論を導いている。そのうえで、このような模倣
に依らない独自のイノベーションを現代中国の産業界に広げてゆくために必要だと考えら
れる政策課題（国家標準策定における企業側の権限強化、業界の再編成、特許など技術の法
的保障のあり方の改善等を提言している。 
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Ⅱ. 審査結果の要旨 
 
1. 審査経過 
2019年 9月 26日に劉氏からから本論文の提出を受け、大学院公共政策研究科教授会によ
り同年 10 月 15 日に設置された学位論文審査小委員会は、その後の書面等によるさまざま
な形式の予備的な審査の後、同年 11 月 23 日に第 1 回審査小委員会を開催し、総合的評価
と個別の論点等について意見交換を行い、その結果に応じて劉氏に公開審査に向けた部分
的な改善を指示したうえで、2020年 1月 29日に一般公開のもと全体でほぼ 2時間にわたっ
て劉氏より学位論文審査小委員会委員に対する口頭説明を受け、それを踏まえて試問を行
い、その後第 2回審査小委員会を開催した結果、審査小委員会の総意として劉氏に博士の学
位を授与することが適当であるとの結論に達した。 
 
1． 評価 
本論文の高く評価すべき点は以下の３点にまとめることができる。 
第一に、キャッチアップする国におけるイノベーションのあり方を提示したことにある。
イノベーション（新結合）の概念を提示したシュンペーターは経済発展の源泉を企業家によ
る新結合とそれを補佐する銀行家の活躍に求めたが、ヨーロッパの国々が研究の対象であ
り、新興国における経済発展の源泉としての新結合のあり方については対象としていなか
った。本論文では、新興国から先進国へと発展した国であり、資本主義国ではない中国にお
ける、労働集約的な電動自転車産業におけるイノベーションのあり方を丹念に描き出し、そ
こから政策の実施過程と問題点を析出しようとした実証研究の成果として、その稀少性と
独創性は高く評価することができる。 
第二に、詳細な事例研究から得られた資料的価値の高さである。公開データをほとんど収
拾することの出来ない中国の電動自転車産業において、産業を牽引するトップ企業の 1 つ
である緑源グループの会長から研究開発と製品開発に関わる現場のエンジニアなど延べ
100人近くに、エンジニアやサプライヤーの育成過程などについて頻繁に数時間に及ぶイン
タビュー調査を実施して得られた質的データは事例研究の成果として高く評価されてよい。
また、そのような事例研究によって中国における労働集約的な電動自転車産業の現状を解
明しようとした本論文は、現代中国の産業研究の裾野をこれまで以上に広げるとともに深
めるうえで貴重な学術的貢献を果たし得るものと評価できる。 
第三に、技術統合に関する理論的貢献が挙げられる。緑源グループの R&Dの内的統合は、
研究開発センターと製品開発部門によって実現している一方、外的統合については研究開
発センターの役割が大きく、研究開発センターによって技術統合が実現していることを明
らかにしている。従来の技術統合に関する先行研究では、資本集約的なコンピュータ産業に
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おける研究開発を対象とする研究がほとんどであり、労働集約的な製造業における技術統
合の実態について詳細に明らかにした本論文は、理論的にも実証的な資料としても高い価
値を認めることが出来る。 
とはいえ、あらゆる優れた研究成果がそうであるように、本論文にも、十分に考察が深め
られていない論点は数多く残されている。 
特に、本論文が先行研究群の中に問題を見いだして、その点を出発点にリサーチクエスチ
ョンを掘り下げて研究を推進していくという通常のアプローチとは異なる仕方で進められ
てきたという問題が挙げられる。劉氏は緑源の会長との強い接点をたまたま有していたが
故に分厚い事例研究を実施することができたが、事例研究が先行するあまり、研究の理論枠
組みの構築や事例研究から得られた知見の理論的考察という面では多くの課題が残されて
いることは否定できない。 
このように本論文には残された課題も少なくない。しかし、それらはいずれも本論文の優
れた成果によって導き出されたものであって、本論文自体の瑕疵ではない。さらに言えば、
本論文の基礎資料となったインタビュー調査の結果からは、今後も汲み尽くせないほどの
多くの新たな知見や問題意識を見出すことができると思われる。本論文の成果を踏まえて、
さらなる研究の深化を期待する。 
 
3．結論 
以上述べたように、劉氏の学位請求論文は、厚みのある実証的な事例研究に裏打ちされた
詳細な分析、研究成果からの政策的示唆の提示など、いずれの点から見ても先行研究に類例
のない独創性と学術的な貢献が認められるものであり、博士号の授与に十分に値するもの
と考えられる。 
 したがって、本論文審査小委員会は、委員全員の一致した意見として、劉嫻氏に博士（公
共政策学）の学位が授与されるべきであるとの結論に達した。  
 
 
 
 
 
 
 
